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支援義務10項目
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特定技能採用コスト
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計 約350～400万円/年



特定技能採用スケジュール
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特定技能受け入れの概要
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制度の比較
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技能実習⽣ 特定技能1号 特定技能2号

⽇本語能⼒ ⼊国前講習のみ ⽇本語能⼒試験N4以上 ⽇本語能⼒試験N3以上

在留期間 1∼5年 最⻑5年（更新不可） 更新可

家族帯同 不可 不可 可

職種 91職種168作業 16業種 11業種

転職 不可 同⼀職種なら可

単純労働 不可 可

支援団体 監理団体 登録支援機関 義務なし

就業場所 計画内の場所のみ 同⼀の会社であれば別⼯場での作業も可能

⼈材募集 特定技能に⽐べ容易 要件がある為、技能実習⽣に⽐べ集まりづらい



外国人材雇用管理について
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労働契約 ⽇本⼈同様で可能

・給与控除項目は、協定を結んでいる範囲か
＊２４協定の範囲を確認

・雇用契約書は多言語化することを進める
＊通訳者つけて、説明すること

＊労働契約締結の際に、外国⼈特異な控除項目（WI-FIや⽣活備品貸与など）が
協定範囲に含まれていないケースが散見される。

就業規則

福利厚生

外国⼈材を雇用し、新たに就業規則を作る場合の注意点

・在留資格喪失時の取り扱い
＊外国⼈材は、在留資格喪失した場合勤務は不可能

・⻑期休暇に関する取り決め
＊外国⼈材は、母国帰国など⻑期休暇の取り決め

・就業規則の多言語化
＊重要事項を要約して多言語化でも可能

在留資格に関わらず社会保険等は⽇本⼈同様

・技能実習⽣は、実習⽣保険の加⼊
＊特定技能になると義務化なし

・自転車貸与時の自転車保険
＊都道府県ごとの加⼊要件の確認

＊中華圏では、旧正月・ムスリム圏では断食期など特異な休暇があり、
母国帰国を希望することもある為有給の範囲内と定めるなど取り決めは加える必要がある。



外国人の規制
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⽇本にいる外国⼈は、さまざまな規制があります。
知識のない外国⼈を採用、雇用して会社にも、本⼈にも大きなダメージを与えることになります。

強制送還

収監処置
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